第3章　諸手当関係（特殊勤務手当）

第3章　諸手当関係（特殊勤務手当）


· 通　知

○特殊勤務手当の支給に関する運用基準の制定について

　　　　　　　　（平成14年３月26日　14教総第250号　教育長）
このたび、職員の特殊勤務手当に関する条例（平成13年福島県条例第80号。以下「条例」という。）及び職員の特殊勤務手当の支給に関する規則（平成13年人事委員会規則第18号。以下「規則」という。）が制定されたことにともない、福島県市町村立学校職員の給与等に関する条例（昭和31年福島県条例第56号。以下「市町村条例」という。）、市町村立学校職員の給与の支給に関する規則（昭和35年人事委員会規則第8号。以下「市町村規則」という。）及び技能労務職員の給与及び勤務時間等に関する規則（昭和48年教育委員会規則第20号。以下「技能労務規則」という。）の一部が改正され、平成14年４月１日から施行されることとなりました。

これに伴い、特殊勤務手当の支給については、条例、市町村条例、規則及び市町村規則に定めるところによるほか、規則第37条及び技能労務規則第７条の規定に基づきその運用について別記のとおり基準を定めたので、平成14年４月１日以降はこれにより取り扱ってください。

（以下略）

（別記）

「特殊勤務手当の支給に関する運用基準」

第１　一般職員の特殊勤務手当

　　市町村立学校教職員及び技能労務職員以外の職員（以下「一般職員」という。）の特殊勤務手当（以下「手当」という。）の種類及びその支給に関する運用は、次に定めるところによる。

1 水中作業手当　②有害物等取扱手当　③用地交渉等手当　④教員特殊業務手当　⑤教育業務連絡指導手当　⑥乗船業務手当　⑦夜間等特殊業務手当　⑧兼任授業担当手当　⑨感染症防疫等作業手当
　１　水中作業手当（条例第４条、規則第３条及び第34条関係）

　 (1)　この手当は、職員が潜水器具を着用して潜水作業に従事したときに支給する。
(2)　手当の額は、作業に従事した時間１時間につき、潜水深度の区分に応じ、次のとおりとする。

　ただし、福島丸に乗り組む職員が、航海中において、船舶の推進器に絡んだ漁具を潜水して除去する作業に従事したときは、作業１回につき1,500円とする。

ア　潜水深度20メートルまで　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 310円

イ　潜水深度30メートルまで　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　780円

ウ　潜水深度30メートルを超えるとき　　　　　　　　　　　　　 　1,500円

(3)　「潜水器具」とは、ヘルメット式潜水器又はスキューバ式潜水器その他の潜水器具で、空気圧圧縮機若しくは手押ポンプによる送気又はボンベからの給気を受けるものをいう。

(4)　規則第３条第３項の人事委員会が定める船舶とは、水産高等学校練習船福島丸（以下「福島丸」という。）をいう。

(5)　(2)の「作業に従事した時間」とは、潜水器具を着用してから、浮上して潜水器具を取り外すまでの時間をいう。

(6)　(2)の作業に従事した時間１時間につき支給される手当の額は、その給与期間（月の初日から末日までの期間をいう。）中の作業の全時間によって算出し、その時間に１時間未満の端数が生じたときは、その端数が30分以上である場合は１時間に切り上げ、30分未満の場合は30分とする。これにより作業の時間が30分となる場合の手当の額は、１時間当たりの手当額の２分の１の額とする。

２　有害物等取扱手当（条例第10条、規則第9条関係）

　  (1)　この手当は、農業に関する学科を置く高等学校（総合学科を含む。）に勤務する職員が、人体に有害な農薬を大量に散布する作業に従事したときに支給する。

　　(2)　手当の額は、作業に従事した日１日について290円とする。

　　(3)　「有害な農薬」とは、毒物及び劇物取締法（昭和25年法律第303号）第２条に規定する毒物、劇物若しくは特定毒物又は労働安全衛生法施行令（昭和47年政令第318号）第16条第１項に掲げる有害物、同令別表第３に掲げる特定化学物質等若しくは同令別表第６の２に掲げる有機溶剤を含有するものをいう。
３　用地交渉等手当（条例第14条、規則第12条関係）

　　(1)　この手当は、財務課に勤務する職員が、現地において土地収用法（昭和26年法律第219号）第３条各号に掲げる事業若しくは土地改良法（昭和24年法律第195号）第２条第２項各号に掲げる事業又はこれらの事業に関連する事業に必要な土地の取得等に係る交渉又は当該事業の施行により生ずる損失の補償に係る交渉（土地の取得等に係る交渉に該当するものを除く。）の業務に従事したときに支給する。

(2)　手当の額は、業務に従事した日１日について650円とする。

(3)　「現地」とは、公署以外の場所で、土地等の所有者又は権利を有する者の居住地若しくはその者の指定した場所をいう。

　　(4)　「土地の取得等」とは、土地の取得及び土地収用法（昭和26年法律第219号）第５条に掲げる権利、土地の上にある立木、建物その他土地に定着する物件又は土地に属する土石、砂れきの収用又は使用並びに土地改良法（昭和24年法律第195号）又は土地区画整理法（昭和29年法律第119号）の規定に基づく換地計画のための折衝をいう。

　　(5)　「土地の取得等に係る交渉」及び「損失の補償に係る交渉」とは、土地の取得等又は損失の補償について、その権利者、被補償者等と面接して行うものをいい、測量、工事等の技術的な説明は含まれない。

４　教員特殊業務手当（条例第15条、規則第13条関係）

　　(1)　この手当は、高等学校、中学校又は特別支援学校に勤務する主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭、講師、実習助手又は寄宿舎指導員が、(2)の表に掲げる支給対象業務に従事した場合において、当該業務が心身に著しい負担を与えると人事委員会が認める程度（同表の支給要件に該当する程度）に及ぶときに支給する。

　　(2)　手当の支給対象業務、手当の額及び支給要件は、次の表のとおりとする。
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備考　

ア　夜間課程に勤務する教育職員に係る支給要件については、この表の支給要件に準ずるものであること。

イ　使用する用語の意義は、次のとおりであること。

(ｱ)　「週休日等」とは、職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成７年福島県条例第４号。以下「勤務時間条例」という。）第３条第１項、第４条及び第５条の規定に基づく週休日又は職員の給与に関する条例第12条に規定する祝日法による休日等若しくは年末年始の休日等をいう（以下同じ。）。

(ｲ)　「４時間の勤務時間が割り振られた日」とは、勤務時間条例第５条の規定により勤務時間が４時間となるように割り振られた日（４時間の勤務時間の割振り変更を行ったことにより勤務時間が３時間45分となった日を含む。）をいう（以下同じ。）。

(ｳ)　「非常災害」とは、暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波その他の異常な自然現象による災害又は大規模な火事若しくは爆発、列車転覆若しくは船舶の沈没その他その及ぼす被害の程度においてこれらに類する事故による災害をいう。
(ｴ)　「緊急の防災若しくは復旧の業務」とは、非常災害が急迫した状態において行う準備の業務又は災害直後の復旧の業務でその日において急ぎ処理することを必要とするものをいう。

(ｵ)　「被害が特に甚大な非常災害の際に、学校等に避難している児童、生徒又は地域住民等の救護の業務」とは、災害対策基本法（昭和36年法律第233号）第24条の規定に基づく非常災害対策本部又は同法第28条の２の規定に基づく緊急災害対策本部が設置された災害の際に行う業務をいう。

(ｶ)　「負傷、疾病等」には、例えば極度の肉体的疲労が含まれる。

(ｷ)　「補導業務」とは、児童、生徒の家出、非行及び政治的活動に伴う必要な補導の業務をいう。

(ｸ)　「修学旅行、林間・臨海学校等」の「等」とは、移動教室・スキー教室など修学旅行、林間・臨海学校に類似した行事及び教育活動の一環として実施するボランティア活動など社会奉仕活動、自然体験活動その他の体験活動をいい、クラブ活動として行うものは、これには含まれない。

(ｹ)　「泊まりを伴うもの」には、２日以上の旅行の最終日におけるこの表の支給要件を満たす指導業務を含む。

(ｺ)　「学校管理下において行われる部活動」とは、正規の教育課程としてのクラブ活動に準ずるもので、学級会の活動、児童・生徒会の充実・改善を図るための活動及び学校行事以外の校長の承認のもとで組織された継続性のある部活動をいう。

(ｻ)　「児童、生徒に対する指導業務」とは、あらかじめその部活動の指導を担当することとされている教員が、当該担当に係る部活動において児童、生徒を直接指導する業務をいう。

(ｼ)　「７時間45分程度」とは「７時間30分以上」、「６時間程度」とは「５時間45分以上」、「４時間程度」とは「３時間45分以上」、「３時間程度」とは「２時間45分以上」を指すものであること。

(ｽ)　「正規の勤務時間以外の時間等」には、祝日法による休日等及び年末年始の休日等において、勤務時間の割り振りがなされている時間を含む。

(3)　支給対象業務の範囲

　ア　条例第15条第１項第２号関係

(ｱ)　「修学旅行、林間・臨海学校等」は、別表に定める行事であって、学校が計画、実施するものとする。

ただし、学校が計画、実施する行事であって別表に掲げる行事に類似し、かつ、教育課程に位置づけられている行事が生じた場合は、この手当の支給対象業務とすることができるものであること。

(ｲ)　自校を会場として行うものを含むものであること。

イ　条例第15条第１項第３号関係

(ｱ)　「人事委員会が定める対外運動競技等」は、次の要件を満たすものである。　

ａ　その競技会等が次に掲げるものによって開催されるものであること。

(a)　国又は地方公共団体

(b)　市、郡又はこれと同等以上の区域を単位とする学校体育団体又は教育研究団体
(c)　(a)及び(b)に掲げるもの以外（開催する競技会等が、(a)及び(b)に掲げるものが開催する競技会等と、上位又は下位の関係にある場合に限る。）
ｂ　その競技会等への参加が学校により直接計画・実施されるものであること。（すなわち学校教育活動として行われるものであること。）　
　　(ｲ)　(ｱ)のａの(a)及び(b)において、地方公共団体が開催する競技会等については、町、村単位のものでも該当するが、学校体育団体又は教育研究団体が開催する競技会等にあっては、市、郡以上の区域を単位とする団体が開催するものに限られるので、町、村以下の区域を単位とする団体が開催するものは該当しないものであること。

　　　　　なお、(ｱ)のａの(a)及び(b)に掲げる団体がこれ以外の団体と共催する場合は該当するが、後援のみで主催、共催団体にならない場合には該当しないものであること。
　　(ｳ)　(ｱ)のａの(b)において、「学校体育団体」とは、例えば「福島県高等学校体育連盟」、「地区高等学校体育連盟」、「福島県高等学校野球連盟」、「福島県中学校体育連盟」、「地区、支部中学校体育連盟」等をいい、「教育研究団体」とは、例えば「福島県高等学校音楽連盟」、「福島県中学校教育研究会」等をいうものであること。
　　(ｴ)　「人事委員会が定める対外運動競技等」は、当該競技会等への参加が学校により直接計画・実施されるものに限られるので、例えば国民体育大会への参加が学校教育活動として行われる場合は該当するが、都道府県において選抜チームを編成し、そのチームに生徒が個人として参加する場合又は個人競技に生徒が単独で参加する場合のように、その参加が社会体育の領域になる場合は該当しないものであること。
　　(ｵ)　美術展覧会や書道展覧会のように児童・生徒の作品の出品のみの場合であっても、その展覧会の見学等が学校教育活動として行われる場合は、競技会等への参加に該当するものであること。

　　(ｶ)　新聞委員会（部）及び応援委員会（団、部）が、対外運動競技等に付随して参加する場合の引率業務にあっては、委員会組織であっても手当の支給対象となること。

　　　　　ただし、条例第15条第１項第４号（部活動指導）にあっては、新聞部、応援部等の名称のいかんにかかわらず、委員会組織であるものについては、支給の対象とはならないこと。

(ｷ)　教員が、専ら大会役員としての用務で参加する場合には、支給の対象とはならないこと。

(ｸ)　自校を会場として行う対外運動競技等を含むものであること。

ウ　条例第15条第１項第４号関係

(ｱ) 「部」とは、次の要件を満たすものであること。

ａ　文化、体育若しくは生産的活動等を目的としているものであること。

ｂ　原則として年度当初に組織された継続性のある団体で、あらかじめ部活動の指導を担当する教員（以下「顧問」という。）が置かれているものであること。

ｃ　学年、学級若しくは学科の単位を離れ、全校の児童又は生徒を対象として組織された団体であること（その名称が愛好会、同好会等であることを問わないこと。）。
(ｲ)　部活動のうち、この手当の支給対象となる業務は、次に掲げる業務とする。

ａ　人事委員会が定める対外運動競技等のうち、条例第15条第１項第３号の支給要件に該当しない場合において、当該競技等が部活動の一環として行われるものに係る指導業務

ｂ　人事委員会が定める対外運動競技等以外の競技等において、当該競技等が部活動の一環として行われるものに係る指導業務
ｃ　練習試合、合宿等が部活動の一環として行われるものに係る指導業務
ｄ　前記までのほか、第１の４の(2)の表の備考中イの(ｺ)に該当する部活動における指導業務

(ｳ)　顧問が病気等の事由により業務に従事することができない場合において、所属長が他の教員に対して文書又は口頭で当該部活動の顧問を命じた場合は、新たに命じられた顧問のその期間中の指導業務については、支給の対象として取り扱うこと。

(ｴ)　顧問の名称が副顧問、部長等であっても、指導業務が顧問と同一である場合は支給の対象となること。
(4)　宿日直手当等と条例第15条第１項第１号業務手当との重複支給

宿日直手当又は条例第21条第１項第２号に掲げる業務（以下「舎監等業務」という。）に従事した場合に支給される手当（以下「舎監等手当」という。）と条例第15条第１項第１号に掲げる業務の手当（以下「１号業務」という。）が競合した場合の両手当の重複支給については、次により取り扱うこと。

　　　ア　手当の重複支給

　　　　　宿日直勤務又は舎監等業務中に１号業務手当の支給要件を満たす非常災害時等の緊急業務に従事した場合、当該業務に従事した時間は宿日直勤務又は舎監業務に従事した時間とはみなされないので、当該緊急業務に従事した時間が当該勤務又は業務時間の全時間に係る場合は、宿日直手当又は舎監等手当は支給されないこと。

　　　イ　重複支給の手続き

　　　　　宿日直勤務又は舎監等業務に従事する者が、非常災害等の緊急業務を競合して行った場合は、宿日直勤務又は舎監等業務の別、非常災害等の緊急業務の内容及び業務従事時間を詳細に記した書類を添付し、各手当の支給前に職員課長（市町村立学校長にあっては、教育事務所長）に協議すること。

(5)　支給対象日等

　　　 ア　勤務時間条例第５条に規定する週休日の振替等及び給特条例第７条第３項に規定する正規の勤務時間の割振りの変更又は勤務時間条例第10条第１項に規定する休日の代休日の指定を行った場合は、当該振替、変更又は指定後の正規の勤務時間をもとに支給対象日数を算出すること。

　　　 イ　非常災害時等の緊急業務（以下「緊急業務」という。）に従事することが手当対象の条件とされている場合、従事時間は原則として日単位（０時～２４時）で計測する。

ただし、日を越えて行う緊急業務に従事した場合で、従事開始日及びその翌日のそれぞれの従事時間が支給要件に規定した時間に満たない場合は、当該緊急業務が一連の業務であると認められる場合に限り、当該一連の業務に従事した全時間を従事開始日の従事時間とみなす。

なお、手当支給対象従事時間には、休憩時間及び就寝時間は含まないものであること。

　　　 ウ　児童・生徒の引率又は部活動の指導に従事することが手当対象の条件とされている場合は、引率及び指導業務従事時間を計測し支給対象日数を算出すること。

　　　　　 なお、この場合手当支給対象従事時間には、休憩時間（食事）及び休息時間を含め、就寝時間は含まないものであること。
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５　教育業務連絡指導手当（条例第16条、規則第14条関係）

　(1)　この手当は、高等学校、中学校又は特別支援学校に勤務する教諭又は養護教諭のうち、教務その他の教育に関する業務についての連絡調整及び指導助言に当たる主任等で、その職務が困難であるとして人事委員会規則で定める職務を担当するものが、当該担当に係る業務に従事したときに支給する。

　(2)　手当の額は、従事した日１日について200円とする。
　(3)　手当の支給対象となる主任等の範囲
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（注）

１　学校等の範囲

　　　次の場合は、それぞれ１校として取り扱われること。

　　　したがって、それぞれの主任等が手当支給対象となること。

　　①　各学校共通　　　　分校

　　②　高等学校　　　　　全日制課程、定時制課程（昼間主コース及び夜間主コースがある場合は、それぞれのコース）又は通信制課程

　　③　特別支援学校　　　各部（小学部、中学部等）

２　手当支給対象主任の範囲等

　　①　1人の者が２つ以上の主任を兼ねているときは、いずれか１つの主任を支給対象とすること。
　　②　１つの学校に進学指導と就職指導の２人の進路指導主事を置いた場合は、いずれか１人の主任を進路指導主事とすること。

　　③　１つの課程又は１つのコースに学年主任を２人置いた場合は、いずれか１人の主任を学年主任とすること。

　　④　副主任については、主任の職務を代行した場合でも、支給の対象とはならないこと。

　　⑤　学年主任に係る学級数の取扱いは、ホームルーム単位の実学級数とすること。

　　　　したがって、複数の学年で編制されている学級等は１個の学級とし、学年主任に係る学級には含めないこと。

　　⑥　主任等の発令は、任命簿等に記載して毎年度４月１日付けで行うものであり、主任等が欠けた場合の補充等についてもその都度行うことにより、支給の対象の主任等となるものであること。
　　⑦　単一の学年で編制されている特殊学級は、学年主任に係る「３学級未満」の判断をする場合にあっては、これを含めること。

　　⑧　「３学級（６学級についても同じ。）以上」の学校における各主任は、学校全体の学級数がそれを満たすことにより該当するものであるため、学校の新設あるいは廃校等により年次に学級数が変動する場合にあっては留意すること。

　　⑨　学科主任は、福島県立学校の管理運営に関する規則（昭和46年教育委員会規則第９号）第４条の２に定める専門教育を主とする学科の主任が対象となること。

　　⑩　特別支援学校における主任等が、その所属している部以外の部の同じ主任等を兼ねている場合は、兼ねている学級数を含めること。

(4)　手当支給対象業務等の範囲

ア　所属する学校に登校し、その日の勤務時間の全部又は一部を勤務した場合（承認研修を除く。）

イ　出張の場合（週休日等、年末年始の休日等及び次に掲げる場合を除く。）

(ｱ)　外国出張（修学旅行又はホームスティにおける生徒引率の場合を除く。）
(ｲ)　生徒指導上の諸問題に対応するための指導者の養成を目的とした研修

(ｳ)　中堅教員研修
(ｴ)　産業技術、情報技術等に関する指導者の養成を目的とした研修（15日以上のものに限る。）
(ｵ)　高等学校教員先端技術等研修

(ｶ)　豊かな人間性と人づくりを目指す教員体験研修

(ｷ)　長期社会体験研修

(ｸ)　国立特殊教育総合研究所専門研修

(ｹ)　養護教育担当教員派遣研修

ウ　週休日等、年末年始の休日等に給特条例第７条による時間外勤務を命ぜられた場合

エ　赴任期間

６　乗船業務手当（条例第19条、規則第16条関係）

　(1)　この手当は、次に掲げる業務又は作業に従事したときに支給する。

　　ア　福島丸に乗り組む職員が行う水産教育の航海実習指導の業務又は航海中における遭難船救助の作業

　　イ　福島丸に乗り組む職員が行う水産教育の航海実習指導のための漁労の作業
　(2)　手当の額は、次のとおりとする。

　　ア　(1)のアの業務又は作業に従事した場合　業務又は作業に従事した日１日について490円。ただし、機関士である職員が騒音等により勤務環境が劣悪である福島丸の機関室内において業務に従事した場合は、その額に290円を加算した額とする。

　　イ　(1)のイの作業に従事した場合　一航海について、漁獲水揚高から漁獲物の販売に要した経費を差し引いた額（以下「配分基礎額」という。）の100分の19.8に相当する額を乗組員ごとの代数により案分して得た額に相当する額とし、乗組員ごとの代数は、教育長が別に定めるところにより所属長が決定する。
７　夜間等特殊業務手当（条例第21条、規則第18条関係）

　(1)　この手当は、次に掲げる業務に従事したときに支給する。

　　ア　附属の寄宿舎若しくは実習時に使用する宿泊のための施設（以下「寄宿舎等」という。）を有する高等学校、中学校及び特別支援学校に勤務する教育職員が、正規の勤務時間外の時間において寄宿舎等に宿泊する児童、生徒の指導監督及び寄宿舎等の管理を行う場合で、勤務１回が５時間以上に及ぶ業務

　　イ　小名浜海星高等学校に勤務する教育職員が、正規の勤務時間以外の時間において福島丸に宿泊する生徒の指導監督及び宿泊施設の管理を行う場合で、勤務１回が５時間以上に及ぶ業務

　　ウ　夜間の課程を置く高等学校に勤務する職員（給与条例第18条の3に定める定時制通信教育手当の支給を受けない職員に限る。）が、専ら夜間の課程において従事する業務

　(2)　手当の額は、次のとおりとする。

　　ア　(1)のア又はイの業務に従事した場合　勤務１回について6,100円。ただし、農業に関する学科を置く高等学校（総合学科を含む。）に勤務する職員が農作物の栽培又は家畜の飼育に関して行う実習指導を伴う場合は、勤務１回について7,400円
　　イ　(1)のウの業務に従事した場合　勤務１日について230円

　(3)　(1)のア又はイの業務に従事した場合の手当額については、１月につき79,500円を限度とする。

　(4)　(1)のイにおいて、この手当の手当支給対象日は、航海中のほか、出航前又は帰港後において福島丸に乗り組み、当該業務に従事した日を含むものとする。
　(5)　(1)のウの「専ら夜間の課程において従事する」職員は、福島県教育庁等に勤務する職員の勤務時間等に関する規程（平成元年福島県教育委員会訓令第３号。以下「勤務時間規程」という。）第６条第４項に規定する勤務時間に勤務する職員をいう。

　　　 なお、勤務時間規程第７条の規定に基づき教育長の承認（以下「特例承認」という。）を得て正規の勤務時間が割り振られた職員にあっては、午後８時を超えて割り振られた場合をいう。

　(6)　(2)のアの「農作物の栽培又は家畜の飼育に関して行う実習指導」とは、次に掲げる実習指導をいう。

ア　農作物の栽培関係

病害虫の防除、防霜、収穫又はこれに類する業務を伴う実習指導

イ　家畜の飼育関係

分娩、搾乳、哺乳、除糞、去勢、交配、孵卵、集卵、育すう、病気手当、飼料調製又はこれに類する業務を伴う実習指導

８　兼任授業担当手当（条例第32条、規則第28条関係）

　(1)　この手当は、高等学校に勤務する主幹教諭、教諭、助教諭、講師又は実習助手が、次の業務に従事したときに支給する。
　　ア　昼間の課程の勤務を本務とする職員が行う夜間の課程の授業若しくはその補助業務又は夜間の課程の勤務を本務とする職員が行う昼間の課程の授業若しくはその補助業務

　　イ　通信制の課程を置く高等学校の通信制の課程以外の課程又は通信教育の協力校として教育委員会が指定した高等学校に勤務することを本務とする職員が行う通信制の課程の面接指導（スクーリング）の業務

　(2)　手当の額は、授業１単位時間について1,200円とする。

　　　(1)のアの「昼間の課程の勤務を本務とする職員」は、定員配当上は夜間課程であるが、現実に７の(5)に該当する職員以外の者も含まれる。　

　(3)　(1)のア及びイの業務については、１日のうち正規の勤務時間を超えて行った場合は、支給対象となること。

　(4)　(1)のイの業務のうち、週休日等以外に行う場合は、支給できないものであること。
９　感染症防疫等作業手当（条例附則第７項及び第８項、規則附則第12項及び第13項関係）
　(1)　この手当は、職員が、新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。以下同じ。）から県民の生命及び健康を保護するために緊急に行われた措置に係る作業であって、次に掲げるものに従事した時に支給する。
　　 ア　新型コロナウイルス感染症の患者又はその疑いのある者（以下「患者等」という。）の療養のために用

　　　 意された宿泊施設（以下「宿泊療養施設」という。）の内部において行う次に掲げる作業
　　　 (ｱ)　患者等に接触する作業
　　　 (ｲ)　新型コロナウイルス感染症の病原体の付着した物件又は付着の疑いのある物件の処理作業
　　　 (ｳ)　宿泊療養施設の運営に係る作業のうち感染のおそれがあるもの
　　 イ　保健所の内部において行う次に掲げる作業
　　　 (ｱ)　患者等に接触する作業
　　　 (ｲ)　新型コロナウイルス感染症の病原体の付着した物件又は付着の疑いのある物件の処理作業
　　 ウ　患者等を車両により医療機関又は宿泊療養施設へ搬送する作業
　　 エ　医療機関又は患者等の住居において患者等に接して行う疫学調査の作業（ア及びイに掲げる作業を除
く。）
　(2)　手当の額は、作業に従事した日１日について、次のとおりとする。
　　 ア　患者等の身体に接触して又はこれらの者に長時間にわたり接して行う作業　4,000円
　　 イ　ア以外の作業　3,000円
　(3)　(1)のアの作業については、次のとおりとする。
　　 ア　患者等がいない日の作業は、手当の支給対象とならないこと。
　　 イ　準夜勤勤務の手当額は、１日分（１日目（初日））の作業）とすること。

　　 ウ　(1)のアの(ｳ)の作業（統括・副統括責任者及び生活支援員が行う宿泊療養施設の運営に係る作業。以下
同じ。）は、１日の勤務時間の全部又は大部分につき行う作業とすること。
　(4)　(2)のアの「長時間にわたり接して行う作業」は１日累計で１時間以上の作業とすること。
　　　 なお、(1)のアの(ｳ)の作業は(2)のアの作業には当たらないものであること。
第２　市町村立学校職員の特殊勤務手当

市町村立学校職員の特殊勤務手当（以下「手当」という。）の種類及びその支給に関する運用は、次に定めるところによる。

①　多学年学級担当手当　②　教員特殊業務手当　③　教育業務連絡指導手当　

④　夜間等特殊業務手当

　１　多学年学級担当手当（市町村条例第８条第２項、市町村規則第３条関係）
　　(1)　この手当は、市町村立の小学校、中学校又は義務教育学校の２以上の学年の児童又は生徒で編制されている学級（以下「多学年学級」という。）を担当する主幹教諭、教諭、助教諭又は講師である職員で次に掲げる者以外の者が当該学級における授業又は指導に従事したときに支給する。

ア　市町村条例第６条の２の規定により給料の調整額を受ける者（特別支援学級を担当する者をいう。）
イ　多学年学級における担当授業時間数がその者の担当授業時間数の２分の１に満たない者

ウ　多学年学級における担当授業時間数が１週間について12時間に満たない者

　　(2)　(1)のイ又はウの「担当授業時間数」は、標準的な週における週間の各教科及び道徳の授業の担当授業時間数の合計数により算定するものであること。

なお、授業時間数には、同一学級の同一教科を２人の教員で授業担当した場合の時間数を含むものであること。

　　(3)　手当の額は、授業又は指導に従事した日１日につき、次のとおりとする。

　　　ア　３の学年の児童又は生徒で編成されている学級における授業又は指導　350円

　　　イ　２の学年の児童又は生徒で編成されている学級における授業又は指導　290円
　　(4)　(3)の「授業又は指導」とは、次に掲げる業務のうちいずれか一に該当するものであること。

　　　ア　各教科又は道徳の授業

　　　イ　特別教育活動又は学校行事等の指導

　　　ウ　ア又はイのために必要とされる指導計画及び指導案の作成、教材及び教具の準備、児童・生徒の成績物の処理並びに指導要録の作成等
　　　エ　学校の教育計画に基づいて、夏休みその他の休業日において行う課外指導（林間・臨海学校等の施設における指導又は進路指導若しくは生活指導）

　　　オ　アからエまでの授業又は指導に直接関係のある講習会、研究会等の受講

　　(5)　(3)のア又はイの学級（小学校、中学校又は義務教育学校の複式学級）においては、現実に児童・生徒が在籍している学年の数によって区分するものであること。

　　(6)　この手当の支給にあたっては、所属長が、「多学年学級担当手当支給資格確認表」（第２号様式）により支給対象職員であることを確認すること。
　２　教員特殊業務手当（市町村条例第８条第３項関係）

　　(1)　この手当は、市町村立の小学校、中学校、義務教育学校又は特別支援学校に勤務する主幹教諭、教諭、養護教諭、栄養教諭、助教諭、養護助教諭又は講師が、第１の４の(2)の表に掲げる業務に従事した場合において、当該業務が心身に著しい負担を与えると人事委員会が認める程度（同表の支給要件に該当する程度）に及ぶときに支給する。

　　(2)　手当の支給対象となる業務、手当の額、支給要件、支給対象業務の範囲及び支給対象日等については、一般職員の例による。（※第１の４の(2)～(5)参照）

　３　教育業務連絡指導手当（市町村条例第８条第４項、市町村規則第３条の２関係）

　　(1)　この手当は、市町村立の小学校、中学校、義務教育学校又は特別支援学校に勤務する教諭のうち、教務その他の教育に関する業務についての連絡調整及び指導助言に当たる主任等で、その職務が困難であるとして人事委員会規則で定められる職務を担当する者が、当該担当に係る業務に従事したときに支給する。

　　(2)　手当の支給対象となる主任等の範囲
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教務主任

学年主任 ３学級未満の学年に置かれる者を除く。

生徒指導主事

研修主任

６学級未満の学校に置かれる者を除く。

教務主任

学年主任 ３学級未満の学年に置かれる者を除く。

生徒指導主事　　　 ３学級未満の学校に置かれる者を除く。

研修主任

進路指導主事

教務主任

学年主任 ３学級未満の学年に置かれる者を除く。

生徒指導主事

６学級未満の前期課程及び３学級未満の後期

課程に置かれる者を除く。

研修主任

６学級未満の前期課程及び６学級未満の後期

課程に置かれる者を除く。

進路指導主事

６学級未満の後期課程に置かれる者を除く。

（※前期課程には配置できない）

教務主任

生徒指導主事

６学級未満の学校の小学部及び３学級未満の

学校の中学部に置かれる生徒指導主事を除

く。

研修主任 ６学級未満の学校に置かれる者を除く。

進路指導主事

６学級未満の学校の中学部及び３学級未満の

学校の高等部に置かれる者を除く。

６学級未満の学校に置かれる者を除く。

中学校

特別支援学校

小学校

義務教育学校

　

（注）
１　学校等の範囲

　　次の場合は、それぞれ１校として取り扱われること。
　　したがって、それぞれの主任等が手当支給対象となること。
　①　義務教育学校　　前期課程、後期課程
　②　特別支援学校　　各部（小学部、中学部等）

２　手当支給対象主任の範囲等

一般職員の例による（※第１の５の(3)の注の２参照）

３　手当の額及び支給対象業務の範囲は、一般職員の例による。（※第１の５の(2)及び(4)参照）

４　夜間等特殊業務手当（市町村条例第８条第５項関係）
(1) この手当は、附属の寄宿舎を有する小学校、中学校又は義務教育学校に勤務する教育職員が、正規の勤務時間以外の時間において寄宿舎に宿泊する児童、生徒の指導監督及び寄宿舎等の管理を行う場合で、勤務１回が５時間以上に及ぶ業務に従事したときに支給する。

(2) 手当の額は、勤務１回について6,100円とする。

(3)　(1)の業務に従事した場合の手当額については、１月につき79,500円を限度とする。
第３　一般職員及び市町村立学校職員に対する手当の支給方法等

手当の支給方法等に関する運用は、次に定めるところによる。

　１　支給対象職員

　　　条例、市町村条例、規則、市町村規則及びこの運用基準に定める職員以外の者は、手当の支給を受けることができない。

ただし、職員が兼務職（併任職）の職として行う作業又は業務が特殊勤務手当の支給の対象となるものである場合は、手当を支給することができる。
　２　手当を重複して支給できる場合等（条例第33条、規則第29条関係）
(1)　次に掲げる手当の支給を受ける職員が、その他の手当の支給を受ける職務に従事した場合には、手当を重複して支給することができる。

水中作業手当、教員特殊業務手当、教育業務連絡指導手当、夜間等特殊業務手当、多学年学級担当手当、感染症防疫等作業手当
(2)　職員に２以上の手当を支給すべき場合には、(1)に規定する場合を除き、職員にとって最も高い額の手当を支給する。

３　出張の場合の取扱い（規則第31条関係）

支給適用職員が、出張先において手当の支給対象となる業務に従事した場合には、手当が支給されること。ただし、特定公署に属する職員にのみ手当を支給することとされている場合には、他の公署の職員が当該公署に出張してそれらの業務に従事しても手当は支給されないこと。

４　手当の支給日（規則第32条関係）

(1)　手当は、翌月の給料の支給定日に支給する。ただし、特別の事由によりその日において支給することができない場合には、その日後において支給することができる。

(2)　条例第19条第３項の航海中に漁労の作業に従事した職員に係る乗船業務手当は、(1)にかかわらず、航海の終了後２週間以内に支給する。

５　特殊勤務手当整理簿及び特殊勤務実績簿（規則第33条関係）
　　　所属長は、「特殊勤務実績簿」（第２号様式・その１～その３）を作成の上、これを保管しなければならない。

第４　技能労務職員の特殊勤務手当

　　技能労務職員の特殊勤務手当（以下「手当」という。）の種類、手当の額及びその他支給に関して必要な事項は、次に定めるところによる。

　　　①水中作業手当　②有害物等取扱手当　③乗船業務手当　④夜間等特殊業務手当　⑤感染症防疫等作業手

　当
　１　各手当の支給対象作業又は業務及び手当額については、一般職員の例による。

　　　なお、乗船業務手当の機関室内における作業に係る加算額の支給対象については、操機長、主任操機員、操機員に限るものとする。

　２　手当の重複支給

　　(1)　次に掲げる手当の支給を受ける職員が、その他の手当の支給を受ける職務に従事した場合には、手当を重複して支給することができる。

　　　①水中作業手当　②夜間等特殊業務手当　③感染症防疫等作業手当
　　(2)　職員に２以上の手当を支給すべき場合には、(1)に規定する場合を除き、職員にとって最も高い額の手当を支給する。

３　手当の支給日及び支給方法等

手当の支給日及び支給方法等の取扱いについては、一般職員の例による。

（附則)

（略）

この基準は、令和3年4月1日から適用する。
（別表）

修学旅行、林間・臨海学校等


[image: image5.emf]・修学旅行

・林間・臨海学校

・スキー教室

・移動教室

・海外ホームスティ

・集団宿泊指導

・ボランティア活動など社会奉仕体験活動、自然体験活動、その他の体験活動


第１号様式
多学年学級担当手当支給資格確認表
	職   名
	曜
日
	月
	火
	水
	木
	金
	週当た

り担当

時間数

①
	左のうち多学年学級における時間数     ②
	②は①

の1/2以上     　　 ③
	②は12時間以上     　　 ④
	備　考
	

	氏   名
	校
時
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	１
	２
	３
	４
	５
	６
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）　１　時間割の記入に当たっては、教育委員会の承認を受けた教育課程によること。

        ２　多学年学級における担当は黒字とし、その他の学級における授業又は指導については朱書きとする。

        ３　③及び④には、要件を満たしているときは○、それ以外は×を記入する。

第２号様式（その１）
特殊勤務実績簿
	        年　　月分　　特殊勤務実績簿
	 所属名
	

	手当の種類
	
	 職氏名
	

	所属長
確認欄
	業　務
従事日
	勤 務 内 容
	従事時間
	単 価
	手当額
	備  考
	従事者
確認欄

	
	
	
	自時分～至時分
	
	
	
	

	
	  月 日
	
	.    ～   .
	    円
	    円
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


備考　この様式は、日額等で定める手当（教員特殊業務手当及び教育業務連絡指導手当を除く。）について使用すること。
１　「勤務内容」欄には、手当支給の対象となる業務等の内容を具体的に記入すること。
２　「従事時間」欄には、手当支給の対象となる業務等に従事した時間を記入すること。
３　「単価」欄には、兼任授業担当手当又は夜間等特殊業務手当の単価を記入すること。
４　「手当額」欄には、その日における当該手当の日額等の額を記入すること。
５　給与改定に伴い当該手当の日額等に変更がある場合には、改定前の単価及び手当額の上段に、朱書きで改定後の単価及び手当額を整理すること。
６　「備考」欄には、有害物等取扱手当に係る使用農薬名、その他参考事項を記入すること。
７　乗船業務手当のうち水産教育の航海実習指導のための業務に従事した場合の手当及び多学年学級担当手当については、「業務従事日」欄及び「従事時間」欄以外は、１ヶ月分をまとめて記入、押印することができること。
８　乗船業務手当の漁労の作業に従事した場合の手当については、「業務従事日」欄を「航海期間」欄とし「従事時間」欄及び「単価」欄の記入は要さないこと。また、当該手当の計算基礎を明確にする書類を添付しておくこと。
第２号様式（その２）
特殊勤務実績簿（教員特殊業務手当用）
	   　　     年度分　　特殊勤務実績簿
	 所属名
	

	手当の種類
	   　教員特殊業務手当
	 職氏名
	

	支給対象業務の種類
	

	所属長
確認欄
	勤 務 内 容
	従　事
時間日
	曜
日
	従事時間
	従　事
時間数
	手当額
	備 考
	従事者
確認欄

	
	
	
	
	開始時刻
	終了時刻
	
	
	
	

	
	
	  月 日
	
	   時　分
	   時　分
	
	     円
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


備考１ 「勤務内容」欄には、業務の種別等が明確になるよう具体的に記入すること。
２  「従事時間」欄の記入にあたっては、第１の４の(5)に留意すること。
３  給与改定に伴い当該手当の日額に変更がある場合には、改定前の手当額の上段に朱書きで改定後の手当額を整理すること。
第２号様式（その３）
特殊勤務実績簿（教育業務連絡指導手当用）
	        　　年度分　　特殊勤務実績簿
	所属名
	

	手当の種類
	 教育業務連絡指導手当
	職氏名
	

	所属長
確認欄
	期  間
	勤  務  内  容
	手 当 額
	勤 務 実 績
	備   考
	従事者
確認欄

	
	
	
	
	勤務した
日　　数
	支 給 額
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


備考１  「期間」欄には、当該勤務に係る従事時間（例５月分）を記入すること。 
２  「勤務内容」欄には、「教務主任の業務」、「学年主任の業務」等と記入すること。
３  「従事した日数」欄には、出勤簿により実績を確認し、その日数を記入すること。
４  「支給額」欄には、（勤務した日数×手当の単価）により算出した金額を記入すること。

なお、給与改定に伴い当該手当の日額に変更がある場合には、改定前の手当額及び支給額の上段に朱書きで改定後の手当の単価及び支給額を整理すること。
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		〔例〕 レイ								生徒の集合　　場所(時間) セイトシュウゴウバショジカン				生徒の解散
場所(時間) セイトカイサンバジョジカン

				生徒　　　自宅 セイトジタク																		生徒　　　　自宅 セイトジタク

						集合場所までの時間 シュウゴウバショジカン										帰　宅　時　間 キタクトキアイダ

				教員　自宅 キョウインジタク																		教員　自宅 キョウインジタク

						学校までの時間 ガッコウジカン		学校における準備時間 ガッコウジュンビジカン		集合場所までの時間 シュウゴウバショジカン		←　手当支給対象　→　　　　　　　業務従事時間 テアテシキュウタイショウギョウムジュウジジカン				学校までの時間 ガッコウジカン		おける
学校に ガッコウ

																		整理　　復命
反省会 セイリフクメイハンセイカイ

																		｝

																		の時間 ジカン
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		根　拠    条　例		支　給　対　象　業　務						支 給 額
（日額）		支　　　給　　　要　　　件

												週休日等（週休日、祝日法による休日等若しくは年末年始の休日等）		４時間の勤務時間が割り振られた日 ジカンキンム		そ　の　他　の　日

		条  例
第15条
第１項
第１号		学校の管理下において行う非常災害時等の緊急業務 ジ		非常災害時における児童、生徒の保護又は緊急の防災若しくは復旧の業務				8,000円		７時間45分程度業務に従事したこと。 フン		正規の勤務時間以外の時間のうち７時間45分程度業務に従事したこと。 フン		正規の勤務時間以外の時間のうち６時間程度業務に従事したこと。

						被害が特に甚大な非常災害の際に、学校等に避難している児童、生徒、地域住民等の救援業務				16,000円

						児童、生徒の負傷、疾病等に伴う救急の業務				7,500円

						児童、生徒に対する緊急の補導業務				7,500円

		第２号		修学旅行、林間・臨海学校等（ボランティア活動などの社会奉仕体験活動、自然体験活動、その他の体験活動を含み、学校が計画・実施するものに限る。）において児童、生徒を引率して行う指導業務で泊まりを伴うもの						5,100円 エン		７時間45分程度（就寝時間等は含まない。）業務に従事したこと。 フン		７時間45分程度（就寝時間等は含まない。）業務に従事したこと。 フン		７時間45分程度（就寝時間等は含まない。）業務に従事したこと。 フン

		第３号		人事委員会が定める対外運動競技等において児童、生徒を引率して行う指導業務で、泊まりを伴うもの又は週休日等に行うもの				泊まりを伴うもの		5,100円 エン		７時間45分程度（就寝時間等は含まない。）業務に従事したこと。 フン		７時間45分程度（就寝時間等は含まない。）業務に従事したこと。 フン		７時間45分程度（就寝時間等は含まない。）業務に従事したこと。 フン

								週休日等に行うもの トウオコナ		5,100円 エン		７時間45分程度業務に従事したこと。 フン

		第４号		学校の管理下において行われる部活動における児童、生徒に対する指導業務で週休日等又は４時間の勤務時間が割り振られた日に行うもの ジカン						1,800円 エン		正規の勤務時間以外の時間において引き続き２時間以上３時間程度未満業務に従事したこと。 ジカンイジョウジカンテイドミマン		正規の勤務時間以外の時間において引き続き２時間以上３時間程度未満業務に従事したこと。 ジカンイジョウジカンテイドミマン

										2,700円 エン		正規の勤務時間以外の時間において引き続き３時間程度業務に従事したこと。		正規の勤務時間以外の時間において引き続き３時間程度業務に従事したこと。

								大会等における指導業務
（(3)のウの(ｲ)のa、b及びcの指導業務に限る。） タイカイトウシドウギョウムオヨシドウギョウムカギ		3,600円 エン		正規の勤務時間以外の時間において引き続き４時間程度業務に従事したこと。		正規の勤務時間以外の時間において引き続き４時間程度業務に従事したこと。
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		学校別 ガクコウベツ		主　　任　　等 シュニントウ		備　　　　　　　　考 ソナエコウ

		小学校 ショウガッコウ		教務主任 キョウムシュニン

				学年主任 ガクネンシュニン		３学級未満の学年に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガクネンオモノノゾ

				生徒指導主事
研修主任 セイトシドウシュジケンシュウシュニン		６学級未満の学校に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガッコウオモノノゾ

		中学校 チュウガッコウ		教務主任 キョウムシュニン

				学年主任 ガクネンシュニン		３学級未満の学年に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガクネンオモノノゾ

				生徒指導主事　　　 セイトシドウシュジ		３学級未満の学校に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガッコウオモノノゾ

				研修主任 ケンシュウシュニン		６学級未満の学校に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガッコウオモノノゾ

				進路指導主事 シンロシドウシュジ

		義務教育学校 ギムキョウイクガッコウ		教務主任 キョウムシュニン

				学年主任 ガクネンシュニン		３学級未満の学年に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガクネンオモノノゾ

				生徒指導主事 セイトシドウシュジ		６学級未満の前期課程及び３学級未満の後期課程に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンゼンキカテイオヨガッキュウミマンコウキカテイオモノノゾ

				研修主任 ケンシュウシュニン		６学級未満の前期課程及び６学級未満の後期課程に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンゼンキカテイオヨガッキュウミマンコウキカテイオモノノゾ

				進路指導主事 シンロシドウシュジ		６学級未満の後期課程に置かれる者を除く。
（※前期課程には配置できない） ガッキュウミマンコウキカテイオモノノゾゼンキカテイハイチ

		特別支援学校 トクベツシエンガッコウ		教務主任 キョウムシュニン

				生徒指導主事 セイトシドウシュジ		６学級未満の学校の小学部及び３学級未満の学校の中学部に置かれる生徒指導主事を除く。 ガッキュウミマンガッコウショウガクブオヨガッキュウミマンガッコウチュウガクブオセイトシドウシュジノゾ

				研修主任 ケンシュウシュニン		６学級未満の学校に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガッコウオモノノゾ

				進路指導主事 シンロシドウシュジ		６学級未満の学校の中学部及び３学級未満の学校の高等部に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガッコウチュウガクブオヨガッキュウミマンガッコウコウトウブオモノノゾ
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		学 校 別 ガクコウベツ		主　　　任　　　等 シュニントウ				備　　　　　　考 ソナエコウ

		高等学校 コウトウガッコウ		教務主任 キョウムシュニン

				生徒指導主事　 セイトシドウシュジ		進路指導主事 シンロシドウシュジ		３学級未満の学校に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガッコウオモノノゾ

				学科主任 ガッカシュニン		農場長 ノウジョウチョウ

				寮務主任 リョウムシュニン

				保健主事 ホケンシュジ				６学級未満の学校に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガッコウオモノノゾ

				図書主任 トショシュニン

				学年主任 ガクネンシュニン				３学級未満の学年に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガクネンオモノノゾ

		中学校 チュウガッコウ		教務主任 キョウムシュニン

				学年主任 ガクネンシュニン				３学級未満の学年に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガクネンオモノノゾ

				生徒指導主事　 セイトシドウシュジ				３学級未満の学校に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガッコウオモノノゾ

				研修主任 ケンシュウシュニン		進路指導主事 シンロシドウシュジ		６学級未満の学校に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガッコウオモノノゾ

		特別支援
 学校 トクベツシエンガッコウ		教務主任 キョウムシュニン

				生徒指導主事 セイトシドウシュジ				３学級未満の学校に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガッコウオモノノゾ

				高等部に置かれる進路指導主事 コウトウブオシンロシドウシュジ

				学科主任 ガッカシュニン		寮務主任 リョウムシュニン

				保健主事 ホケンシュジ				６学級未満の学校に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガッコウオモノノゾ

				研修主任 ケンシュウシュニン

				学年主任 ガクネンシュニン				３学級未満の学年に置かれる者を除く。 ガッキュウミマンガクネンオモノノゾ
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		・修学旅行 シュウガクリョコウ

		・林間・臨海学校 リンカンリンカイガッコウ

		・スキー教室 キョウシツ

		・移動教室 イドウキョウシツ

		・海外ホームスティ カイガイ

		・集団宿泊指導 シュウダンシュクハクシドウ

		・ボランティア活動など社会奉仕体験活動、自然体験活動、その他の体験活動 カツドウシャカイホウシタイケンカツドウシゼンタイケンカツドウタタイケンカツドウ






